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第４章 サービス見込みの考え方

第１節 サービス見込みの考え方 
本計画では、次の考え方により、介護給付・予防給付の見込み及び地域支援事業のサービス

量の見込みを行いました。（表３-12） 

 

表３-12 サービス見込みの考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

コーホート要因法に基づく人口推計を実施し、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度までの被保険者数を

推計する。なお、参考として令和７（2025）年度及び令和 22（2040）年度の被保険者数も推計する。 

１．被保険者数の推計 

平成 30（2018）年度から令和２（2020）年度までの被保険者数に対する要支援・要介護認定者数に基づき、１

で推計した被保険者数を用いて令和３（2021）年度から令和５（2023）年度まで、令和７（2025）年度及び令和

22（2040）年度の要支援・要介護認定者数を推計する。（第２号被保険者含む。） 

２．要支援・要介護認定者数の推計 

３．サービス別の量の見込み 

サービス量の分析及び新たなサービスの見込みをもとに、認知症の有無や自立度、医療ニーズの状況も勘

案しながら、総合的にサービス利用量を推計し、３年間（令和３（2021）年度から令和５（2023）年度まで）の必

要給付費を算出する。また、特定入所者介護サービス費、高額介護（介護予防）サービス費等の推計も行

い、給付費に加える。さらに、平成 30（2018）年度及び平成 31（2019）年度の実績を踏まえ、地域支援事業

費の算出も行う。  

４．保険給付費・地域支援事業費の推計 

令和３（2021）年度から令和５（2023）年度までの保険給付費推計、保険料段階別の被保険者数の推計及び

国が示す保険料算定に必要な係数をもとに、介護保険料基準額を設定する。 

５．保険料基準額の設定 

平成 30（2018）年度から令和２（2020）年度までの給付実績を分析・評価し、令和３（2021）年度から令和５

（2023）年度まで、令和７（2025）年度及び令和 22（2040）年度の見込量を示す。 
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第２節 被保険者の推計及び要支援・要介護認定者数の推計 

１ 被保険者数 
被保険者数は、令和２（2020）年10月の人口を基準に、コーホート要因法にて推計してい

ます。（表３-13） 

 

表３-13 被保険者数の見込み 

（単位：人） 

区分 
平成30 

(2018)年 

平成31 

(2019)年 

令和２ 

(2020)年 

令和３ 

(2021)年 

令和４ 

(2022)年 

令和５ 

(2023)年 

令和７ 

(2025)年 

令和22 

(2040)年 

第１号被保険
者 

19,870 20,073 20,125 20,336 20,504 20,696 21,141 27,291 

第２号被保険
者 

28,507 28,972 29,354 29,770 30,256 30,647 31,173 29,491 

※住所地特例者を含みます。 

 

 

２ 要支援・要介護認定者数 
直近の要支援・要介護認定者数の推移を踏まえ、第１号被保険者の要支援・要介護認定率は

令和5（2023）年度は4,730人で22.9％と想定します。（表３-14、表３-15） 

 

表３-14 第１号被保険者の要支援・要介護認定者数の見込み 

（単位：人） 

区分 
実績 推計 

平成30 

(2018)年度 

平成31 

(2019)年度 

令和２ 

(2020)年度 

令和３ 

(2021)年度 

令和４ 

(2022)年度 

令和５ 

(2023)年度 

令和７ 

(2025)年度 

平成22 

(2040)年度 

要支援１ 579  586  572  591 611 631 656 766 

要支援２ 541  553  566  586 607 627 658 790 

要介護１ 883  907  939  974 1,012 1,047 1,100 1,330 

要介護２ 703  761  729  759 794 824 874 1,095 

要介護３ 464  502  523  543 568 595 636 807 

要介護４ 459  483  506  530 556 581 622 810 

要介護５ 373  384  369  386 406 425 455 592 

合計 4,002  4,176  4,204  4,369 4,554 4,730 5,001 6,190 

要介護認定率（％） 20.1 20.8 20.9 21.5 22.2 22.9 23.7 22.7 

※令和２（2020）年度までは「介護保険事業状況報告」（各年10月1日現在） 
※住所地特例者を含みます。 
※令和３（2021）年以降の数値は地域包括ケア「見える化」システムより（各年10月１日現在） 
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表３-15 第２号被保険者の要支援・要介護認定者数の見込み 

（単位：人） 

区分 
実績 推計 

平成30 

(2018)年度 

平成31 

(2019)年度 

令和２ 

(2020)年度 

令和３ 

(2021)年度 

令和４ 

(2022)年度 

令和５ 

(2023)年度 

令和７ 

(2025)年度 

平成22 

(2040)年度 

要支援１ 4  7  10  10 10 10 10 10 

要支援２ 17  11  11  11 11 11 11 11  

要介護１ 12  14  12  12 12 12 13 12 

要介護２ 15  19  18  18 18 19 19 19 

要介護３ 12  11  8  8 8 8 8 8 

要介護４ 7  10  8  8 8 8 8 8 

要介護５ 8  8  12  12 12 12 12 12 

合計 75  80  79  79 79 80 81 80 

※令和２（2020）年までは「介護保険事業状況報告」（各年10月1日現在） 
※住所地特例者を含みます。 
※令和３（2021）年以降の数値は地域包括ケア「見える化」システムより（各年10月１日現在） 
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第３節 サービス別の見込み量推計 
 

介護保険サービスの給付費の給付費総額は、介護報酬と地域区分の改定を踏まえた予防給

付費と介護給付費を合算した総給付費を計算した上で、高額介護サービス費等給付費や地域

支援事業費等を加算して算出されます。（図３-31） 

以下の数式で算出した第８期介護保険事業計画期間（令和３（2021）年度～令和５

（2023）年度）のサービス給付費総額は21,806,111千円（３箇年分）です。 

 

図３-31 介護保険サービス給付費の算出フロー 
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審査支払 

手数料 

高額医療合

算介護サー

ビス費等給
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高額介護サ
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給
付
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介
護
給
付
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＋ ＋ ＋ ＋ 
＝ 

標準給付費見込額（ B）  

＋ 

任意事業費 包括的支援事業費 

 

 

 

 

地域支援事業費（C） 

介護予防・日常生活

支援総合事業費 
＋ ＋ 

＝ 

サービス給付費総額（D） 

包括的支援事業費 任意事業費 
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１ 予防給付の見込み量 
表３-16 予防給付の見込み量 

 

 

 

  

 
令和３ 

(2021)年度 

令和４ 

(2022)年度 

令和５ 

(2023)年度 

令和７ 

(2025)年度 

令和22 

(2040)年度 

介護予防サービス       
 

介護予防訪問入浴介護 
回数（回） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

 人数（人） 0 0 0 0 0 
 

介護予防訪問看護 
回数（回） 901.4 933.6 951.6 1,000.8 1,176.8 

 人数（人） 79 82 84 88 103 
 

介護予防訪問リハビリテーション 
回数（回） 119.7 113.0 121.1 121.1 145.4 

 人数（人） 14 14 15 15 18 
 介護予防居宅療養管理指導 人数（人） 90 93 96 100 118 
 介護予防通所リハビリテーション 人数（人） 88 92 95 99 116 
 

介護予防短期入所生活介護 
日数（日） 20.2 20.5 20.5 20.5 25.8 

 人数（人） 2 2 2 2 3 
 

介護予防短期入所療養介護（老健） 
日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

 人数（人） 0 0 0 0 0 
 

介護予防短期入所療養介護（病院等） 
日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

 人数（人） 0 0 0 0 0 
 

介護予防短期入所療養介護（介護医療院） 
日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

 人数（人） 0 0 0 0 0 
 介護予防福祉用具貸与 人数（人） 333 347 358 375 445 
 特定介護予防福祉用具購入費 人数（人） 6 7 7 7 8 
 介護予防住宅改修 人数（人） 7 8 8 9 9 
 介護予防特定施設入居者生活介護 人数（人） 44 46 48 50 58 

地域密着型介護予防サービス        

 
介護予防認知症対応型通所介護 

回数（回） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
 人数（人） 0 0 0 0 0 
 介護予防小規模多機能型居宅介護 人数（人） 1 1 1 1 3 
 介護予防認知症対応型共同生活介護 人数（人） 0 0 0 0 0 

介護予防支援 人数（人） 418 443 462 483 573  
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２ 介護給付の見込み量 
 

表３-17 介護給付の見込み量 

 

※介護療養型医療施設は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度までの間に介護医療院へ転換します。 

※療養病床等からの移行分の給付量の見込みについては、訪問介護、訪問看護、定期巡回・随時対応型訪問介

護看護、看護小規模多機能型居宅介護、介護老人福祉施設及び介護老人保健施設に含みます。 

 
令和３ 

(2021)年度 

令和４ 

(2022)年度 

令和５ 

(2023)年度 

令和７ 

(2025)年度 

令和22 

(2040)年度 

居宅サービス       

 
訪問介護 

回数（回） 14,727.6 15,246.9 15,701.4 16,749.1 21,319.8 
 人数（人） 757 777 801 851 1,067 
 

訪問入浴介護 
回数（回） 240.5 255.6 257.2 276.1 362.7 

 人数（人） 51 55 56 60 79 
 

訪問看護 
回数（回） 7,090.0 7,549.3 7,817.4 8,339.5 10,554.8 

 人数（人） 629 678 706 752 949 
 

訪問リハビリテーション 
回数（回） 861.8 912.8 932.3 1,013.4 1,268.4 

 人数（人） 75 79 81 88 110 
 居宅療養管理指導 人数（人） 1,089 1,141 1,191 1,269 1,608 
 

通所介護 
回数（回） 7,593.5 7,965.4 8,390.6 8,902.8 11,197.4 

 人数（人） 750 781 810 859 1,078 
 

通所リハビリテーション 
回数（回） 793.3 821.9 844.6 898.8 1,119.7 

 人数（人） 133 138 143 152 189 
 

短期入所生活介護 
日数（日） 1,164.2 1,170.3 1,204.3 1,286.0 1,643.2 

 人数（人） 136 139 143 153 195 
 

短期入所療養介護（老健） 
日数（日） 43.0 50.5 57.1 57.1 70.8 

 人数（人） 6 7 8 8 10 
 

短期入所療養介護（病院等） 
日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

 人数（人） 0 0 0 0 0 
 

短期入所療養介護（介護医療院） 
日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

 人数（人） 0 0 0 0 0 
 福祉用具貸与 人数（人） 1,153 1,169 1,186 1,263 1,597 
 特定福祉用具販売 人数（人） 18 20 21 22 27 
 住宅改修費 人数（人） 12 15 15 15 19 
 特定施設入居者生活介護 人数（人） 429 455 477 507 639 

地域密着型サービス        

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人数（人） 9 13 19 23 28 
 夜間対応型訪問介護 人数（人） 2 5 12 12 16 
 

地域密着型通所介護 
回数（回） 1,897.9 1,968.2 2,008.5 2,140.5 2,693.1 

 人数（人） 252 262 270 287 358 
 

認知症対応型通所介護 
回数（回） 905.8 929.0 945.0 1,016.7 1,310.6 

 人数（人） 80 83 86 93 119 
 小規模多機能型居宅介護 人数（人） 2 3 4 8 21 
 認知症対応型共同生活介護 人数（人） 63 72 81 81 81 
 地域密着型特定施設入居者生活介護 人数（人） 0 0 0 0 0 
 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 人数（人） 0 0 0 0 0 
 看護小規模多機能型居宅介護 人数（人） 0 10 20 20 28 

介護保険施設サービス        

 介護老人福祉施設 人数（人） 348 361 378 404 519 
 介護老人保健施設 人数（人） 89 92 95 100 129 
 介護医療院 人数（人） 0 0 65 70 90 
 介護療養型医療施設 人数（人） 57 62 0   
居宅介護支援 人数（人） 1,799 1,847 1,887 2,004 2,511 
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３ 介護予防・日常生活支援総合事業第１号事業の見込み量 
 

表３-18 介護予防・日常生活支援総合事業第１号事業の見込み量 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
令和３ 

(2021)年度 

令和４ 

(2022)年度 

令和５ 

(2023)年度 

令和７ 

(2025)年度 

令和22 

(2040)年度 

訪問型サービス       

 国の基準による訪問型サービス 人数（人） 45 46 48 50 59 
 訪問型サービスＡ 人数（人） 226 234 242 252 298 

通所型サービス        

 国の基準による通所型サービス 人数（人） 34 35 36 38 45 
 通所型サービスＡ 人数（人） 303 313 323 338 399 
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４ 予防給付費 
表３-19 予防給付費 

 

   （単位:千円） 

※端数処理により合計は一致しません。 

 

  

 
令和３ 

(2021)年度 

令和４ 

(2022)年度 

令和５ 

(2023)年度 

令和７ 

(2025)年度 

令和22 

(2040)年度 

介護予防サービス      

 介護予防訪問入浴介護 0 0 0 0 0 

 介護予防訪問看護 38,284 39,653 40,414 42,477 49,910 

 介護予防訪問リハビリテーション 4,364 4,122 4,417 4,417 5,299 

 介護予防居宅療養管理指導 11,881 12,286 12,680 13,209 15,584 

 介護予防通所リハビリテーション 32,376 33,977 35,053 36,637 43,033 

 介護予防短期入所生活介護 1,661 1,686 1,686 1,686 2,179 

 介護予防短期入所療養介護（老健） 0 0 0 0 0 

 介護予防短期入所療養介護（病院等） 0 0 0 0 0 

 介護予防短期入所療養介護（介護医療院） 0 0 0 0 0 

 介護予防福祉用具貸与 23,390 24,419 25,189 26,406 31,409 

 特定介護予防福祉用具購入費 1,943 2,289 2,289 2,289 2,590 

 介護予防住宅改修 7,648 8,639 8,639 9,808 9,808 

 介護予防特定施設入居者生活介護 39,503 40,894 42,734 44,573 51,930 

地域密着型介護予防サービス       

 介護予防認知症対応型通所介護 0 0 0 0 0 

 介護予防小規模多機能型居宅介護 960 961 961 961 2,466 

 介護予防認知症対応型共同生活介護 0 0 0 0 0 

介護予防支援 24,550 26,033 27,150 28,384 33,673 

合計 186,560 194,959 201,212 210,847 247,881 
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５ 介護給付費 
表３-20 介護給付費 

 （単位:千円） 

※端数処理により合計は一致しません。 

※介護療養型医療施設は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度までの間に介護医療院へ転換します。 

※療養病床等からの移行分の給付量の見込みについては、訪問介護、訪問看護、定期巡回・随時対応型訪問介

護看護、看護小規模多機能型居宅介護、介護老人福祉施設及び介護老人保健施設に含みます。 

 
令和３ 

(2021)年度 

令和４ 

(2022)年度 

令和５ 

(2023)年度 

令和７ 

(2025)年度 

令和22 

(2040)年度 

居宅サービス      

 訪問介護 562,107 582,600 600,138 640,093 814,447 

 訪問入浴介護 37,971 40,388 40,641 43,613 57,319 

 訪問看護 363,642 387,091 400,981 427,816 541,880 

 訪問リハビリテーション 32,325 34,240 34,968 38,014 47,621 

 居宅療養管理指導 183,225 191,860 200,204 213,375 270,736 

 通所介護 744,597 779,912 820,569 871,764 1,101,921 

 通所リハビリテーション 68,665 70,961 73,287 77,920 97,789 

 短期入所生活介護 125,789 126,453 130,174 139,112 178,004 

 短期入所療養介護（老健） 6,797 7,880 9,064 9,064 11,261 

 短期入所療養介護（病院等） 0 0 0 0 0 

 短期入所療養介護（介護医療院） 0 0 0 0 0 

 福祉用具貸与 205,441 208,355 211,709 226,025 288,469 

 特定福祉用具販売 6,750 7,414 7,953 8,254 10,261 

 住宅改修費 12,147 15,257 15,257 15,257 19,264 

 特定施設入居者生活介護 1,054,873 1,121,459 1,175,311 1,250,608 1,581,951 

地域密着型サービス       

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 13,848 21,907 32,952 39,957 50,142 

 夜間対応型訪問介護 631 2,139 4,909 4,909 6,787 

 地域密着型通所介護 163,111 169,396 172,783 184,688 234,106 

 認知症対応型通所介護 136,849 140,190 142,636 153,273 198,011 

 小規模多機能型居宅介護 2,947 5,021 7,891 17,967 46,743 

 認知症対応型共同生活介護 205,949 235,371 265,027 265,027 265,027 

 地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 0 

 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0 0 0 0 0 

 看護小規模多機能型居宅介護 0 28,207 57,015 57,015 81,357 

介護保険施設サービス       

 介護老人福祉施設 1,157,599 1,200,818 1,255,185 1,342,246 1,726,165 

 介護老人保健施設 328,014 339,839 351,991 370,228 478,113 

 介護医療院 0 0 357,037 384,736 494,515 

 介護療養型医療施設 254,027 276,454 0   

居宅介護支援 338,081 347,179 354,673 376,954 473,696 

合計 6,005,385 6,340,391 6,722,355 7,157,915 9,075,585 
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６ 総給付費 
表３-21 総給付費 

 （単位:千円） 

※端数処理により合計は一致しません。 

 

７ 標準給付費 
表３-22 標準給付費 

（単位：千円） 

※端数処理により合計は一致しません。 

 

  

 第８期介護保険事業計画期間 
令和７ 

(2025)年度 

令和22 

(2040)年度  
令和３ 

(2021)年度 

令和４ 

(2022)年度 

令和５ 

(2023)年度 
計 

総給付費 （Ａ） 6,191,945 6,535,350 6,923,567 19,650,862 7,368,762 9,323,466 

 予防給付費 186,560 194,959 201,212 582,731 210,847 247,881 

 介護給付費 6,005,385 6,340,391 6,722,355 19,068,131 7,157,915 9,075,585 

 第８期介護保険事業計画期間 
令和７ 

(2025)年度 

令和22 

(2040)年度  
令和３ 

(2021)年度 

令和４ 

(2022)年度 

令和５ 

(2023)年度 
計 

総給付費（Ａ） 
 6,191,945 6,535,350 6,923,567 19,650,862 7,368,762 9,323,466 

特定入所者介護サービス費等給
付額 101,027 95,712 99,369 296,108 104,993 129,532 

高額介護サービス費等給付額 217,621 238,303 264,502 720,426 279,459 344,788 
高額医療合算介護サービス費等
給付額 34,765 36,211 37,594 108,569 39,720 49,005 

算定対象審査支払手数料 8,198 8,732 9,266 26,196 9,790 12,078 

 審査支払手数料支払件数（件） 136,632 145,532 154,432 436,596 163,165 201,307 

標準給付費見込額 （Ｂ） 6,553,556 6,914,307 7,334,298 20,802,161 7,802,724 9,858,869 
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８ 地域支援事業費 
表３-23 地域支援事業費 

 （単位：千円） 

※端数処理により合計は一致しません。 
 

９ サービス給付費総額 
表３-24 サービス給付費総額 

 （単位：千円） 

※端数処理により合計は一致しません。 
 

 

 

 第８期介護保険事業計画期間 
令和７ 

(2025)年度 

令和22 

(2040)年度  
令和３ 

(2021)年度 

令和４ 

(2022)年度 

令和５ 

(2023)年度 
計 

地域支援事業費 （C） 327,425 334,730 341,796 1,003,951 356,189 428,331 
 介護予防・日常生活支援総合事業 196,494 203,799 210,864 611,157 220,648 257,566 
  訪問型サービス 44,251 45,797 47,295 137,343 49,398 58,144 
 

  
国の基準による訪問型サー
ビス 11,247 11,647 12,025 34,919 12,551 14,821 

   訪問型サービスＡ 30,901 31,959 32,994 95,855 34,439 40,674 
   訪問型サービスＢ 2,103 2,191 2,275 6,569 2,408 2,649 
  通所型サービス 102,683 106,246 109,675 318,605 114,546 134,961 
 

  
国の基準による通所型サー
ビス 12,224 12,645 13,035 37,905 13,606 16,099 

   通所型サービスＡ 86,259 89,225 92,097 267,581 96,131 113,572 
   通所型サービスＢ 4,200 4,376 4,543 13,120 4,809 5,290 
  介護予防ケアマネジメント 21,098 22,102 23,107 66,307 24,118 28,490 
  一般介護予防事業 27,628 28,786 29,887 86,302 31,634 34,797 
  高額第１号事業費等 833 867 901 2,601 951 1,174 
 包括的支援事業及び任意事業費 130,931 130,931 130,931 392,793 135,541 170,765 

 第８期介護保険事業計画期間 
令和７ 

(2025)年度 

令和22 

(2040)年度  
令和３ 

(2021)年度 

令和４ 

(2022)年度 

令和５ 

(2023)年度 
計 

サービス給付費総額 （D） 6,880,980 7,249,038 7,676,093 21,806,111 8,158,913 10,287,200 

 標準給付費見込額  
（Ｂ） 6,553,556 6,914,307 7,334,298 20,802,161 7,802,724 9,858,869 

 地域支援事業費 （C） 327,425 334,730 341,796 1,003,951 356,189 428,331 
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第４節 第１号被保険者の保険料推計 

１ 第８期介護保険事業計画の財源構成 
第８期介護保険事業計画期間の第１号被保険者の負担割合は23.0％、第２号被保険者の負担

割合は27.0％です。（図３-32） 

 

図３-32 第８期介護保険事業計画の財源構成 
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２ 第１号被保険者の保険料月額基準額の推計 
第１号被保険者の保険料は、サービス給付費総額をもとに、第１号被保険者負担割合や調整

交付金相当額等を踏まえ、保険料収納必要額を計算した上で、予定保険料収納率や所得段階別

割合補正後の被保険者数を用いて、保険料基準額を算出します。（図３-33） 

 

図３-33 第１号被保険者の保険料月額基準額算出フロー 
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（１） 保険料収納必要額 

サービス給付費総額の第１号被保険者負担分相当額の保険料は、5,015,405,624円（３箇

年分）です。これに調整交付金の相当額及び見込額、準備基金取崩額、市町村特別給付費等を

加減した保険料収納必要額は4,604,042,529円（３箇年分）です。（表３-25） 

 

表３-25 保険料収納必要額 

※端数処理により合計は一致しない。 

 

（２） 保険料収納率と所得段階別加入割合補正後被保険者数 

 

表３-26 保険料収納率と所得段階別加入割合補正後被保険者数 

    （単位：人） 

 

  

 令和３ 
(2021)年度 

令和４ 
(2022)年度 

令和５ 
(2023)年度 

合計 

サービス給付費総額（D）（円） 6,880,980,498 7,249,037,575 7,676,093,335 21,806,111,408 

第1号被保険者負担分相当額（円） 1,582,625,515 1,667,278,642 1,765,501,467 5,015,405,624 

調整交付金相当額（E）（円） 337,502,470 355,905,324 377,258,112 1,070,665,905 

調整交付金見込交付割合 5.92% 6.04% 6.14% 

 

 後期高齢者加入割合補正係数 0.9184 0.9132 0.9089 

 
 

後期高齢者加入割合補正係数（要介護等
発生率による重み付け） 

0.9234 0.9186 0.9150 

 
 

後期高齢者加入割合補正係数（1人当た
りの給付費による重み付け） 

0.9134 0.9078 0.9028 

 所得段階別加入割合補正係数 1.0455 1.0455 1.0455 

調整交付金見込額（F）（円） 359,643,000 386,940,000 416,946,000 1,163,529,000 

財政安定化基金拠出金見込額（G）（円）    0 

 財政安定化基金拠出率 0%  

財政安定化基金償還金（円） 0 0 0 0 

準備基金の残高（令和２年度末見込額）（円）  395,917,000 

準備基金取崩額（H）（円）  318,500,000 

財政安定化基金取崩による交付額（I）（円）  0 

市町村特別給付費等（円） 0 0 0 0 

市町村相互財政安定化事業負担額（円）  0 

市町村相互財政安定化事業交付額（円）  0 

保険料収納必要額（J）（円）  4,604,042,529 

 令和３ 
(2021)年度 

令和４ 
(2022)年度 

令和５ 
(2023)年度 

合計 

予定保険料収納率（K） 98.1%  

所得段階別加入割合補正後被保険者数 21,271 21,446 21,647 64,364 

弾力化をした場合の所得段階別加入割合補正後
被保険者数（L） 

20,681 20,850 21,045 62,576 



                               第４章 サービス見込みの考え方 

- 157 - 

 

第
２
編 

 

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画
・
第
８
期
介
護
保
険
事
業
計
画 

（３） 第１号被保険者の保険料基準額 

保険料収納必要額に予定保険料収納率、所得段階加入割合補正後被保険者数を除算し求めた

第１号被保険者の保険料基準月額は、6,250円（現行5,950円）です。（表３-27） 

 

表３-27 所得段階区分及び保険料率  

 

※第１段階から第３段階までを対象に、公費を投入して保険料軽減を行う仕組みが設けられています。 

 

  

所得段階 所得段階の内容 保険料率 

令和３(2021)年度～ 
令和５(2023)年度 

月額 年額 

第１段階 

生活保護受給者又は老齢福祉年金受給者で、世帯全員
が市民税非課税の場合 

0.50 3,125円 37,500円 

世帯全員が市民税非課税で、本人の公的年金等収入と
合計所得金額から年金収入に係る所得を控除した額の
合計が80万円以下の場合 

0.50 3,125円 37,500円 

第２段階 
世帯全員が市民
税非課税の場合 

本人の公的年金等収入と合計所得
金額から年金収入に係る所得を控除
した額の合計が120万円以下の場合 

0.60 3,750円 45,000円 

第３段階 上記以外の場合 0.75 4,683円 56,200円 

第４段階 
本人が市民税非
課税で、世帯に
市民税課税者が
いる場合 

本人の公的年金等収入と合計所得
金額から年金収入に係る所得を控除
した額の合計が80万円以下の場合 

0.75 4,683円 56,200円 

第５段階 上記以外の場合 1.00 6,250円 75,000円 

第６段階 
本人が市民税課税者で、合計所得金額が120万円未満
の場合 

1.10 6,875円 82,500円 

第７段階 
本人が市民税課税者で、合計所得金額が120万円以上
210万円未満の場合 

1.25 7,817円 93,800円 

第８段階 
本人が市民税課税者で、合計所得金額が210万円以上
320万円未満の場合 

1.50 9,375円 112,500円 

第９段階 
本人が市民税課税者で、合計所得金額が320万円以上
400万円未満の場合 

1.60 10,000円 120,000円 

第10段階 
本人が市民税課税者で、合計所得金額が400万円以上
600万円未満の場合 

1.85 11,567円 138,800円 

第11段階 
本人が市民税課税者で、合計所得金額が600万円以上
800万円未満の場合 

2.00 12,500円 150,000円 

第12段階 
本人が市民税課税者で、合計所得金額が800万円以上
1,000万円未満の場合 

2.20 13,750円 165,000円 

第13段階 
本人が市民税課税者で、合計所得金額が1,000万円以上
1,500万円未満の場合 

2.40 15,000円 180,000円 

第14段階 
本人が市民税課税者で、合計所得金額が1,500万円以上
2,000万円未満の場合 

2.55 15,942円 191,300円 

第15段階 
本人が市民税課税者で、合計所得金額が2,000万円以上
3,000万円未満の場合 

2.70 16,875円 202,500円 

第16段階 
本人が市民税課税者で、合計所得金額が3,000万円以上
の場合 

2.90 18,125円 217,500円 



第５節 自立支援・介護予防・重度化防止に係る取組みと目標                   

 

- 158 - 

 

第５節 自立支援・介護予防・重度化防止に係る取組みと目標 
地域における自立した日常生活の支援、要介護状態等の予防又は軽減若しくは悪化の防止

の取組み及び目標設定について、本計画では、狛江市が目指す地域包括ケアシステムの将来

像を実現するために、地域包括ケア「見える化」システムでの分析や各種実態調査の結果を

踏まえ、基本目標に掲げた施策の体系から、自立支援・介護予防・重度化防止に資する取組

み内容を次のように設定し、計画の推進と地域包括ケアシステムの実現を図ります。（表３-

28） 

 

表３-28 自立支援・介護予防・重度化防止に係る取組みと目標 

取組み 趣旨 目標 

ケマネジメントの
質の向上 

個別の支援内容を多職種で検討す
る地域ケア会議（個別ケア会議）の
随時開催や、自立支援に資する適
切なケアプランになっているかの点
検を行うことで、ケアマネジメントの
質の向上を図ります。 

●地域ケア会議（個別ケア会議）の実施 四
半期１回程度 

●介護支援専門員との協働によるケアプラン
点検の実施 
各年度２回以上 

地域における介
護予防活動の推
進 

家族介護予防教室等の実施によ
り、介護予防への関心を強め、取り
組むきっかけを提供するとともに、
継続的に運動等の活動ができる場
の拡充を図ります。 

●介護予防講座 月６回程度（認知症予防も
同時に扱います。） 

●家族介護教室 各年度６回 

地域包括ケアシ
ステム・介護保
険・認知症総合
支援事業の普及
啓発 

地域包括ケアシステム、介護保険制
度、認知症等に関する情報・知識を
地域の隅々にまで普及・啓発し、制
度・サービスの理解を進めます。 
また、定期巡回・随時対応型訪問介
護看護や、小規模多機能型居宅介
護等の地域密着型サービスへの理
解を深め、中重度の利用者の利用
を促進します。 

●健康教室や講演会の実施 
各年度６回以上 

●介護予防講座 月６回程度（再掲） 
●認知症サポーター養成講座の開催（児童・

学生対象講座も含む。） 
各年度２回以上 

●介護支援専門員に対する地域密着型サー
ビスの勉強会の実施 
各年度１回以上 

地域ケア会議
（地域課題検討
会議）における
地域課題の政策
化 

個別ケア会議等の結果から抽出さ
れた地域生活課題を蓄積し、地域ケ
ア会議（地域課題検討会議）で対策
を検討し、政策として結実させます。 

●地域ケア会議（地域課題検討会議）の実施 
四半期１回程度 

●居住支援協議会による住まい探しの相談
窓口事業実施  
各年度12回以上 
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第６節 介護給付適正化 

介護給付等に要する費用の適正化に関し、市が取り組むべき施策に関する事項及びその目

標について、次のように定め（表３-29）、各年の目標は別に定めるものとします。 

 

表３-29 介護給付適正化の目標と実施内容 

目標 実施内容 

（１）要介護認定の適正化 

 ●審査判定の傾向・特徴を把握し、審査会間
の平準化及び市の特徴を踏まえて、東京
都、全国とのばらつきの解消を図る。 

●調査員が、認定調査項目の適切な判断を
行い、特記事項内容の充実に努める。 

●業務分析データを活用して、審査会ごとの客観的な
状況を把握する。介護認定審査会部会長会等で情報
共有し、手順及び考え方の統一を図る。 

●調査員が選択を誤りやすい項目等については、定例
会を通じて定義の確認をし、適切な審査判定につな
がるよう質の向上を図る。 

（２）ケアプラン点検 

 ●東京都が作成した「保険者と介護支援専門
員がともに行うケアマネジメントの質の向上
ガイドライン」を活用し、介護支援専門員と
ともにケアプラン点検を実施する。 

●給付実績を活用した書面でのケアプラン点
検を実施する。 

●保険者と主任介護支援専門員が協働してケアプラン
点検を実施する。 

●主任介護支援専門員連絡会の中で、介護支援専門
員からの事例提供により、ケアプラン点検に関する手
法について実践的な研修を行う。 

●給付実績及び介護認定調査で把握した状態像から
サービス内容の適正について点検を行う。 

（３）住宅改修・福祉用具の点検 

 ●利用者の身体状況等を踏まえた適切な住
宅改修や福祉用具の利用となるよう、事業
者に対して普及啓発を図る。 

●窓口等を通じて、普及啓発する。 
●住宅改修等の訪問調査を実施する。 

（４）縦覧点検・医療情報等の突合 

 ●請求内容の確認により、誤請求及び医療と
の重複請求を防ぎ、適正な報酬請求を促
す。 

●東京都国民健康保険団体連合会（以下「国保連」とい
います。）への委託外分の帳票について、点検する項
目を決定し、点検を実施する。 

●研修会等を活用し、点検ノウハウを高める。 

（５）介護給付費通知 

 ●受給者に対して、事業者からの請求及び給
付状況を通知することによって、自ら受けて
いるサービスを改めて確認し、適切なサー
ビス利用の普及啓発を図る。 

●受給者にとって分かりやすく、かつ、効果的な介護給
付費通知となるよう、内容等を適宜見直して実施す
る。 

（６）給付実績の活用 

 ●国保連から提供された給付実績の活用に
より、適正なサービス提供と介護費用の効
率化、ケアマネジメントの質の向上を図る。 

●独自の介護給付適正化支援システム等の活用によ
り、疑義のある給付について、事業者に対して確認を
行う。 

 




